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平成２７年４月９日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 差押債権取立請求事件 

口頭弁論終結日 平成２７年２月２６日 

 

判       決 

原告        国 

被告        有限会社Ｙ 

 

主       文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

被告は、原告に対し、２１７万円及びこれに対する平成２５年９月７日から

支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

本件は、原告が、①被告から別紙物件目録記載の建物（以下「本件建物」と

いう。）を賃借していた有限会社Ａ（以下「Ａ」という。）は、賃貸借契約の

終了に伴い、被告に対して本件建物を明け渡した、②原告は国税徴収法６２条

１項に基づきＡの被告に対する敷金返還請求権を差し押さえ、同法６７条１項

所定の取立権を取得したとして、敷金契約の終了による敷金返還請求権に基づ

き、被告に交付された敷金７００万円から支払われるべき原状回復費用４８３

万円を控除した残額２１７万円及びこれに対する催告期限の翌日である平成２

５年９月７日から支払済みまで商事法定利率年６分の割合による遅延損害金の

支払を求めた事案である。 
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１ 前提事実（当事者間に争いがないか又は後掲の各証拠及び弁論の全趣旨によ

り認められる事実） 

（１） Ａは、原告に対し、平成２０年５月９日現在、別紙租税債権目録（１）記

載のとおり、合計１０２９万８８００円の法人税、消費税及び地方消費税（以

下、これらの租税を「本件租税」という。）を滞納していた。平成２６年１

月３１日現在の本件租税の滞納税額は、別紙租税債権目録（２）記載のとお

り、合計１７７６万０１２９円であった。 

（２）ア 被告は、不動産の賃貸、維持及び管理等を行うことを目的とする会社

である。 

イ 被告は、Ｂ（以下「Ｂ」という。）に対し、平成１２年１１月８日、

次の約定で本件建物を賃貸し、同月９日、本件建物を引き渡した（以下、

この賃貸借契約を「本件賃貸借契約」という。）。 

（ア） 使用目的 店舗（お好み焼き屋） 

（イ） 賃料 月額７６万円 

（ウ） 期間 平成１２年１１月９日～平成１７年１１月８日 

（エ） 更新 期間満了前に賃貸人及び賃借人のいずれかが更新の拒絶を

相手側に通知しなかった場合は、同一条件で１年間更新され、以後

も同様とする。 

ウ Ｂは、本件賃貸借契約締結の際、被告との間で、敷金として７００万

円を交付する旨を合意し、被告に対し、敷金７００万円（以下「本件敷金」

という。）を交付した。 

エ 被告は、平成１３年２月２８日、Ｂ及びＡとの間で、同年３月１日を

もってＡが本件賃貸借契約に基づく権利義務（本件敷金に関するものを

含む。）を承継することを合意した。 

オ 本件賃貸借契約は、期間満了の都度、更新された。 

カ Ａは、被告との間で、平成２１年３月３１日をもって本件賃貸借契約を
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解除することを合意し、同日、被告に対し、本件建物を明け渡した。上記

明渡しの際、未払賃料はなかった 

キ 被告は、平成２３年４月８日、管理会社であるＣ株式会社を通じて、本

件建物の原状回復費用４８３万円を支出した。 

（３） 原告は、本件租税を徴収するため、平成２０年５月９日、国税徴収法６

２条１項に基づき、Ａの被告に対する本件敷金の返還請求権を差し押さえ

た。原告は、被告に対し、同月１２日到達の債権差押通知書により、履行

期限を不動産明渡時とする旨を通知した。（甲６の１・２） 

（４） 原告は、被告に対し、平成２５年８月２７日到達の差押債権支払催告書

により、同年９月６日までに本件敷金の返還債務を履行することを催告し

た。 

２ 争点及び争点に関する当事者の主張 

本件建物の原状回復に要する費用 

（被告の主張） 

被告は、Ｂとの間で本件賃貸借契約を締結した際、本件賃貸借契約が終了し

たときの本件建物の原状回復について、内装等が全て撤去された状態（スケル

トン状態）とすることを合意した。 

Ａは、株式会社Ｄ（以下「Ｄ」という。）に対し、平成２１年２月２４日付

けで、本件建物で営んでいた店舗を含むお好み焼き屋５店舗の営業を譲渡し、

被告は、同年４月１日、Ｄに対し、本件建物を賃貸した。Ｄは、被告に対し、

平成２２年７月３０日に上記賃貸借契約を解約する旨を通知し、同年１０月３

０日に本件建物を明け渡した。被告とＤとの間で、本件建物の原状回復につい

て紛争が生じたが、被告は、残置しても支障のない物件をそのままにし、最低

限の工事をした上で、株式会社Ｅ（以下「Ｅ」という。）に対し、本件建物を

賃貸した。その後、Ｅは、被告に対し、本件建物を明け渡した。 

Ｅが退去した時点の状態から、Ｅが設置した厨房機器、鉄板テーブル、椅子、
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空調機器、給湯器等を撤去するためには、１２３万１２００円を要するところ、

Ａが退去した時点の状態から、Ｂが賃借する前の状態（スケルトン状態）に戻

すためには、１６４９万７９７２円を要する。これによると、本件敷金は、そ

の全額が原状回復費用に費消されているから、被告がＡに返還すべき金額はな

い。 

（原告の主張） 

被告、Ａ及びＤは、平成２１年４月１日、被告とＤが新たに本件建物の賃貸

借契約を締結するに際し、Ａが本件建物の原状回復を行わずに退去し、Ｄが本

件建物を居抜きの状態で引き継ぐこと、同賃貸借契約に基づくＤの原状回復義

務については、ＡからＤに本件建物が引き継がれた際の状態に回復することを

限度とすること、その他にＡが原状回復すべきものについては、Ａが被告に差

し入れた敷金をもって行うことを合意した。 

平成２２年１０月３０日、被告とＤとの間の上記賃貸借契約が終了すると、

被告は、Ｄの従業員がお好み焼き屋を継続するために設立したＥとの間で、新

たに本件建物の賃貸借契約を締結した。その際、被告は、４８３万円の費用を

支出して本件建物の原状回復工事をした上で、Ｅに対して本件建物を引き渡し

た。被告代表者は、Ｄと被告との間の敷金返還請求事件（以下「別事件」とい

う。）の代表者尋問において、上記４８３万円の費用について、スケルトン状

態にするために要した費用である旨を供述しており、これによると、被告代表

者は、上記４８３万円の費用について、本件建物を実質的にスケルトン状態に

するための原状回復に要する費用であると認識していた。したがって、仮にＡ

が被告に対して行うべき本件建物の原状回復がスケルトン状態に復することを

含むものであったとしても、Ａは、原状回復義務の全部を履行したというべき

である。 

仮に本件建物に残置物件が存在したとしても、被告は、Ｄ及びＥに対し、そ

の残置物件が存在する状態のまま新たな賃借人が使用することを黙示的に認め
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た上で本件建物を順次賃貸したから、Ａの残置物件に対する原状回復義務を免

除したというべきである。 

したがって、被告は、Ａに対し、本件敷金７００万円から原状回復費用４８

３万円を控除した残金２１７万円の返還義務を負う。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 事実関係 

前提事実、証拠（甲８～１０及び後掲のもの）並びに弁論の全趣旨によると、

次の事実を認めることができる。 

（１） Ｂが被告との間で本件賃貸借契約を締結した当時、本件建物は、壁、床

等の内装が施工されておらず、給湯設備、空調設備等も取り付けられてい

ないスケルトン状態であった。（乙1、４） 

（２） Ｂは、本件賃貸借契約を締結した際、被告との間で、原状回復に関する

覚書（乙１）を取り交わした。同覚書には、①内装等が撤去されたスケル

トン状態を「原状」とすること、②原状回復において、（ａ）賃借人が設

置した広告宣伝設備、（ｂ）賃借人の店舗内外装設備、（ｃ）その他賃借

人の営業諸設備（換気ダクト等）及び什器備品類を撤去すること、③（ａ）

契約期間中に賃借人が造作等を行った箇所、（ｂ）契約期間中に賃借人の

故意又は過失により破損、故障等した賃貸人の設備類を原状回復すること、

④賃借人が設置した店舗奥横側出入口について、協議の上で原状回復する

ことが記載されている。 

（３） Ｂは、本件建物を賃借した際、内装工事を行うとともに、テーブル、椅

子、厨房機器、給排水設備、空調設備等を設置した。Ａは、前提事実（２）

エのとおり本件賃貸借契約に基づくＢの権利義務を引き継いだ際、上記内

装等も引き継いだ。 

（４） Ａは、平成２１年２月２４日、Ｄとの間で、本件建物で営んでいた店舗

を含む合計５店舗のお好み焼き屋の営業を同年４月１日付けで譲渡するこ
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とを合意した。Ｄは、同年４月１日、被告との間で、本件建物の賃貸借契

約を締結した。当時、本件建物内の内装、設備等が残存しており、Ｄは、

Ａから居抜きの状態で本件建物を引き継いだ。 

（５） Ｄは、被告に対し、平成２２年７月３０日付けで、上記（４）の本件建

物の賃貸借契約を解約する旨を通知し、同年１０月３０日に本件建物を明

け渡した。Ｄは、上記明渡しの際、Ｄが所有する什器備品、内装設備、電

気設備、給排水設備及び空調機器（Ａや同社とリース契約を締結した会社

から買い取ったものを含む。）を搬出するなどして撤去した。Ｄが退去し

た時点で、本件建物には、①天井、壁、床等の内装設備、②外壁窓側の室

外排気ダクト、③前面のアーチ型鉄骨、④テント下の入口壁部分、⑤外壁

側面の排気ダクト（１階から屋上屋根に通じるもの）、⑥排煙サッシとい

った設備が残存していた。（乙５） 

（６） 被告は、本件建物をスケルトン状態にするために要する費用の見積もり

をとった上で、Ｄに対し、原状回復費用を負担するよう求めたが、Ｄは、

原状回復義務は履行済みであるとして、これを拒否した。（乙２） 

（７） 被告とＤとの間の上記（６）の紛争は解決しなかったが、被告は、Ｅか

ら、本件建物を賃借したいとの申出を受けたことから、Ｅとの間で、本件

建物の賃貸借契約を締結した。被告は、その際、店舗の営業を可能とする

ために必要な限度で原状回復をすることとし、本件建物の一部の原状回復

工事として、①埋設ダクトの撤去、②電気配線、器具材の撤去、③空調冷

媒配管、ドレン配管の撤去、④給水、給湯、排水配管の撤去、グレーチン

グ蓋の処分、⑤床材の撤去、⑥破損建具、ボード類の撤去、⑦誘導灯の取

付けの各工事を行い、その工事費として、４８３万円（消費税を含む。）

を支出した。Ｅは、本件建物の引渡しを受けた後、本件建物の内装工事を

行い、お好み焼き屋を経営した。（乙３） 

（８） Ｄは、平成２３年、被告に対し、上記（４）の賃貸借契約を締結した際



7 

 

に交付した敷金４７２万円の返還を請求する訴訟を広島地方裁判所に提起

した。同裁判所は、平成２４年１１月３０日、Ｄの請求を全部認容する判

決を言い渡したところ、これを不服とする被告が控訴した。広島高等裁判

所は、平成２５年５月２８日、Ｄが負担する原状回復義務の内容は、交渉

の結果により作成された契約書の文言のとおり、賃貸借契約の締結時の状

態に復することであり、スケルトン状態に復すべき義務を負ったとは認め

られないとして、被告の控訴を棄却する判決を言い渡した。（甲１１、１

２） 

２ 本件建物の原状回復に要する費用について 

（１） 前記１（２）認定のとおり、Ｂは、本件賃貸借契約を締結した際、被告

との間で、本件建物の原状回復について、①内装等が撤去されたスケルト

ン状態を「原状」とすること、②（ａ）賃借人が設置した広告宣伝設備、

（ｂ）賃借人の店舗内外装設備、（ｃ）その他賃借人の営業諸設備（換気

ダクト等）及び什器備品類を撤去すること、③（ａ）契約期間中に賃借人

が造作等を行った箇所、（ｂ）契約期間中に賃借人の故意又は過失により

破損、故障等した被告の設備類を原状回復すること、④賃借人が設置した

店舗奥横側出入口について、協議の上で原状回復することを合意したこと

が認められる。これによると、Ｂから本件賃貸借契約に基づく賃借人の地

位を承継したＡは、本件賃貸借の終了に伴い、被告に対し、Ｂ又はＡが取

り付けた内装等の全部を撤去して本件建物をスケルトン状態に復する義務

を負うということができる。 

（２） 前記１（５）、（７）の認定事実によると、①Ｄは、被告に対して本件

建物を明け渡した際、本件建物の賃貸借契約を締結した時の状態、すなわ

ちＡと被告との間の本件建物の賃貸借契約が合意解除されて終了した時の

状態に復したこと、②被告は、Ｅとの間で本件建物の賃貸借契約を締結す

るに当たり、お好み焼き屋の営業を可能とするために必要な限度で原状回
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復をすることとしたため、本件建物の一部の原状回復工事をするにとどま

り、スケルトン状態とする原状回復工事までは行わなかったこと、③被告

は、上記②のとおりの本件建物の一部の原状回復を行うために４８３万円

を支出したことを認めることができる。 

また、前記１（５）の認定事実及び証拠（乙２、５、６）によると、Ｄ

と被告との間の本件建物の賃貸借契約が終了した時点において、本件建物

をスケルトン状態とするためには、①天井、壁、床等の内装設備の撤去、

②本件建物の側面窓側の室外排気ダクトの撤去、③本件建物の前面のアー

チ型鉄骨の撤去、④本件建物のテント下の入口壁部分の撤去、⑤本件建物

の側面の排気ダクト（１階から屋上屋根に通じるもの）の撤去、⑥排煙サ

ッシの解体、⑦アルミサッシ、排煙窓、外壁タイル、天井壁の復旧等が必

要であり、これらの工事を行うためには、１１９９万６２５０円（消費税

込み）を要することを認めることができる。 

これらによると、被告は、本件建物について、Ａから明渡しを受けた時

点の状態からスケルトン状態に原状回復するためには、１１９９万６２５

０円を要するということができる。Ｂが被告との間で本件賃貸借契約を締

結した際に交付した７００万円の敷金（本件敷金）は、その全額が本件建

物の原状回復に費消されることとなるから、被告は、Ｂから本件賃貸借契

約に基づく権利義務を承継したＡに対し、本件敷金の返還義務を負うとい

うことはできない。 

（３） この点について、別事件における被告代表者であるＦの代表者尋問調書

（甲１０）には、Ｅに本件建物を賃貸するに当たり支出した４８３万円の

費用について、スケルトン状態にするための費用であることを認める趣旨

の供述をした部分が存在するところ、原告は、被告代表者は上記４８３万

円の費用について、本件建物を実質的にスケルトン状態にするための原状

回復に要する費用であると認識していた、仮にＡが被告に対して行うべき
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本件建物の原状回復がスケルトン状態に復することを含むものであったと

しても、Ａは原状回復義務の全部を履行したと主張する。 

しかし、前記１（７）認定のとおり、被告は、Ｅとの間で本件建物の賃

貸借契約を締結するに当たり、店舗の営業を可能とするために必要な限度

で原状回復をすることとし、本件建物の一部の原状回復工事を行ったにと

どまり、本件建物をスケルトン状態にしたとまで認めることはできない。

また、被告代表者は、別事件の代表者尋問において、①本件建物をスケル

トン状態にするためには１０００万円以上の費用を要する、②Ｅに賃貸し

た際には、使用可能なものは使ってもらうこととし、最小限必要な工事を

した、③Ｅに賃貸した際には、実際にはスケルトンにする工事は行われて

いないなどと具体的に供述しており、上記４８３万円の費用をかけて工事

をすることにより本件建物がスケルトン状態になったとは供述していない

（甲１０）。これらによると、上記４８３万円の費用は、本件建物の一部

の原状回復に要した費用であって、被告がＥに本件建物を賃貸するに当た

り、本件建物について全部の原状回復が行われたということはできない。

したがって、原告の上記主張は採用することができない。 

（４） 原告は、仮に本件建物に残置物件が存在したとしても、被告は、Ｄ及び

Ｅに対し、その残置物件が存在する状態のまま新たな賃借人が使用するこ

とを黙示的に認めた上で本件建物を順次賃貸したから、Ａの残置物件に対

する原状回復義務を免除したと主張する。 

しかし，被告とＡとの間で、Ａの被告に対する原状回復義務を免除する

旨の合意が成立したことを裏付ける合意書等の証拠はない。また、被告が、

Ｄ及びＥに対し、残置物件が存在する状態で本件建物を順次賃貸したから

といって、被告がＡに対して原状回復義務を免除する旨の黙示の意思表示

をしたということはできない。 

３ 結論 
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よって、原告の請求は、理由がないから棄却し、訴訟費用の負担につき民事

訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

広島地方裁判所民事第１部 

裁判官   龍見 昇 


